
無人自動運転等のCASE対応に向けた実証・支援事業
令和4年度概算要求額 75.4億円（57.2億円）

製造産業局 自動車課

事業イメージ
①自動運転の社会実装に向けた実証事業・研究開発
・自動運転レベル４の早期社会実装に向けて、１名の監視者
による３台以上の車両運行管理の検証など、先進的な無人
自動運転サービス実証を行います。
・体系化された交通流シナリオ・シミュレーション等を活用し、自
動運転車両の安全性評価手法を開発し、自動運転の技術
標準等に関する国際的議論を主導します。
・自動運転に必須となる半導体の設計開発分野等における、
国際競争力維持・強化のため、短期間での半導体設計・柔
軟な改良を可能とする、半導体機能シミュレーションモデルの
構築等に取り組みます。
②CASEやカーボンニュートラル等の変化に対応した
健全な製品エコシステム構築・ルール形成促進事業

・自動化・電動化等のCASEによる技術革新を早期かつ広範
に地域課題・社会課題の解決へとつなげるべく、物流・人流を
含むモビリティバリューチェーンの変革に資するような、高度な
MaaS実証等を地域単位・分野単位で実施します。

③MaaSの社会実装加速に向けた実証事業

・世界各国における環境規制等の動向を踏まえ、蓄電池等の
持続可能な製品エコシステムの構築、サプライチェーン管理・
認証・評価等のシステム構築、その運用に係るルール・制度等
の形成のための、国内外における検証・実証等を行います。

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間企業等
委託・補助

事業目的・概要
運輸部門は、我が国のCO2排出量の約2割を占める分野で
あり、2050年カーボンニュートラル実現に向けて、着実にCO2
排出削減に取り組む必要があります。

コネクテッド、自動運転、サービス化（MaaS）、電動化の
「CASE」の技術の社会実装により、運輸分野のCO2削減に
貢献することが期待されます。しかし、その社会実装に向けては、
技術開発はもちろん、標準化・ルール形成、事業モデル・産業
エコシステムの構築等に一体的に取り組む必要があります。

本事業では、カーボンニュートラルへの対応を含め、CASE関連
技術・サービスの我が国における早期の社会実装を促すべく、
無人自動運転サービス等の先進MaaS実証や自動運転安全
性評価手法の確立、電動車普及の前提となる電池エコシステ
ムの構築や電動商用車の利活用実証等を実施します。
成果目標
令和3年度～令和7年度の5年間の事業であり、40以上の
地域で無人自動運転サービスを実装するとともに、将来的に
「グリーン成長戦略」等に掲げる、グリーン化と移動の活性化
の同時実現を目指します。
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